
耐震改修等補助金

まずは木造住宅無料耐震診断をご利用ください

共通事項
・工事契約および着工前に申請する必要があります。
・申請年度の２月末までに完了することが条件です。
・各種補助金と併用することはできません。

65歳以上の人などがお住まいで、診断の結果、判
定値が0.4以下の場合、耐震シェルター設置費を補助
します。
補助額　耐震シェルターの設置に要した経費（上限
30万円）

道路などに面する高さ１ｍ
を超えるブロック塀などの撤
去費を補助します。
補助額　撤去に要した経費と
ブロック塀の延長１ｍあたり
１万円を乗じた額のいずれか
低い額の２分の１（上限10万
円）

耐震診断の結果によっては、耐震改修や解体、建
替などの耐震補助制度が利用できます。詳しくは建
築課ホームページをご覧ください。また、平成30年
10月よりブロック塀等撤去費補助を実施しています。

診断結果の判定値が1.0未満の住宅を判定値1.0以
上かつ、0.3以上加算する耐震改修工事に補助します。
補助額　耐震改修工事に要した経費の80％、設計費
は３分の２（上限100万円、設計費10万円含む）

診断結果の判定値が1.0未満の住宅の解体費を補助
します。
補助額　解体工事に要した経費（上限20万円）　

同一敷地内で診断結果の判定値が1.0未満の住宅建
替に補助します。
補助額　建替工事に要した経費（上限50万円、設計
費10万円含む）

阪神・淡路大震災では、地震直接死の８割が家屋
の倒壊による圧死・窒息死であり、うち９割がほぼ
即死（地震発生後15分以内に死亡）しています。自
身や家族の命を守るため、住まいの耐震化をお願い
します。
また、平成30年６月の大阪府北部の地震では、ブ
ロック塀の倒壊被害が発生しました。ブロック塀に
ついても被害を未然に防ぐため対策をお願いします。

昭和56年５月31日以前に着工された現に居住している住宅のうち、木造
住宅（在来軸組構法、伝統工法の２階建て以下に限る）については、無料
耐震診断を利用できます（電話申込可）。受付から結果のお渡しまでは、
２～３か月を要しますので早めに受診しましょう。
非木造住宅（特殊な構造を除く）については、耐震診断費補助制度があ
ります。申請前の事前相談が必要です。詳しくはお問い合わせください。

による家屋の倒壊から
あなたや家族の命を守りましょう

■問　建築課建築行政係　☎（95）9907

耐震改修等補助制度 耐震シェルター補助制度

解体費補助制度

建替費補助制度

ブロック塀等撤去補助制度
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ニュースの映像で流れる避難所の様子。誰が運営しているのでしょうか。

・大きな災害が起きて避難生活が長引く場合、避難所の運営は避難者自身が行い、
お互いに助け合いながら生活することになります。その際、市の職員は災害対策
本部と避難所との連絡調整を主な任務とします。

■問　防災課防災計画係　☎（95）9874

災害！そのときどうなるの？？災害！そのときどうなるの？？

避難所❷今回のテーマ

補助金額

申請書類　申請書、請求書、償却資産申告書および
種類別明細書の写し、補助金交付手続チェック表、
市税の完納証明書（30日以内に発行のもの）
※工場などの新増設の場合は、固定資産税課税明細
書（納税通知書に同封）または名寄帳兼課税台帳の
写し、緑地に替えて工場などの新増設を行ったこと
のわかる図面および写真を添付してください。
申込み　９月30日㈪（必着）までに商工課企業応援
係　☎（95）9895
※申請書類は、商工課窓口または市ホームページ「へ
きなん企業応援ＮＡＶＩ」で入手できます。

対象　次の①～④のすべてに該当する事業者
①市内に工場または事業所を有しており、次のいず
れかに該当する中小企業者

②市税の滞納がない
③県信用保証協会の信用保証除外業種（風俗営業、
農業、漁業など）に該当しない
④臨海部に事業所を有している場合、公害防止に関
する協定の基準を遵守している
対象となる資産　平成30年１月２日～31年１月１日
に購入により取得し、市の固定資産課税台帳に登録
されているもの

償却資産の新規取得補助金
申請期限は９月30日㈪

場合によりますね。
台風が来たときに行ってみたら、市の職員が対応していましたよ。

避難期間が一日程度で終了するような短い場合は、市の職員が対応しています。避難期間が数週間続く
ような長期にわたる場合は、避難者自身で避難所を運営していただくことになります。

市職員は、避難所と災害対策本部との連絡調整を主に行い、
避難所運営委員会のサポートも行います。

避難所を運営する委員会を作っていただき、自分達で避難所
内の様々なルールを決めていただきます。避難者自身がお互
いを助け合いながら生活していくことになります。

えっ！
どんなふうに？

市職員は何をし
ているの？

避難所の運営って市の職員がやるのでしょう？

こ こ が

ポイント

補助率
２％取得価格の総額

２％工場などの固定
資産評価額

補助対象経費

❶と❷を
合わせて
上限300
万円

❷工場などの
新増設
※臨海部に立地する事業所で、既存緑地に替
えて工場などを新増設した場合が対象です。

❶償却資産
※取得価格の総額が小売・サービス業は
30万円以上、卸売業・そのほかの業種は
100万円以上必要です。

資産の種類 補助限度額

サービス業

卸売業

業種

そのほかの
業種

小売業 資本金5,000万円以下または従業員
50人以下
資本金5,000万円以下または従業員
100人以下

規模

資本金３億円以下または従業員300
人以下

資本金１億円以下または従業員100
人以下
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